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	在日外国人は、戦前から居住していた在日韓国・朝鮮人など旧植民地出身者とその子孫に加え、少子高齢化やグローバリゼーションの進展により、外国人労働者や外国人留学生等の受け入れが進み、リーマンショックや東日本大震災の影響で一時減少したものの、再び増加傾向にある。そうした外国人には子どもも含まれ、異文化間を移動する年少者の教育問題は喫緊の課題となっている。法務省のデータによると、2016年6月の時点で、外国人人口が2,307,388人に達した。外国人児童生徒等も増加傾向にあり、2014年 5 月現在、公...
	本論文は多文化共生の学校づくりについて、特に学校と地域の連携に焦点をあて、D小学校を事例として、同校の教員と同校の学区で活動するボランティア団体Bの代表とY市教育委員会の地域連携担当者計６名にインタビューを行った。これらのインタビューに加え、文部科学省やY市教育委員会の関連資料を参考に、多文化共生の学校づくりに向けた学校と地域の連携のあり方について考察を行った。なお、文部科学省が2015年11月に設置した「学校における外国人児童生徒等に対する教育支援に関する有識者会議」を傍聴し、最新の政策動向の情...
	第1章は、外国人児童生徒の現状と外国人児童生徒の教育をめぐる学校、家庭と地域の課題を整理したうえで、本研究の目的を示す。

